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世帯、事業所のインターネット普及率世帯、事業所のインターネット普及率世帯、事業所のインターネット普及率世帯、事業所のインターネット普及率世帯、事業所のインターネット普及率世帯、事業所のインターネット普及率世帯、事業所のインターネット普及率世帯、事業所のインターネット普及率

22222222



0000

100100100100

200200200200

300300300300

400400400400

500500500500

600600600600

700700700700

800800800800

900900900900

1000100010001000

1100110011001100

2001.6

2001.9

2001.12

2002.3

2002.6

2002.9

2002.12

2003.3

2003.6

2003.7

2003.8

2003.9

2003.10

2003.11

2003.12

2004.1

2004.2

2004.3

ブロードバンドインターネットの加入者数は、1400万を突破
※　光サービス（FTTH）は2004年2月末に100万を突破

ADSLサービスサービスサービスサービス
　　　　1,151万万万万加入加入加入加入
【【【【2004年年年年4月末月末月末月末】】】】

CATV
　　　　262万加入万加入万加入万加入
【【【【2004年年年年4月末月末月末月末】】】】

光サービス光サービス光サービス光サービス
（（（（FTTH））））
　　　　124万加入万加入万加入万加入
【【【【2004年年年年4月末月末月末月末】】】】

（引用 ）総務省HP　http://www.soumu.go.jp/

（万加入）（万加入）（万加入）（万加入）
（（（（10万加入万加入万加入万加入
：携帯のみ）：携帯のみ）：携帯のみ）：携帯のみ） ２年間での伸び率２年間での伸び率２年間での伸び率２年間での伸び率２年間での伸び率２年間での伸び率２年間での伸び率２年間での伸び率

〔〔〔〔〔〔〔〔ADSLADSL〕〕〕〕〕〕〕〕
2002.032002.03　→　　→　　→　　→　　→　　→　　→　　→　2004.042004.04　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4.84.8倍倍倍倍倍倍倍倍
（（（（（（（（238238万）　万）　万）　万）　万）　万）　万）　万）　 （（（（（（（（1,11,1５１万５１万５１万５１万５１万５１万５１万５１万））））））））
〔光サービス：〔光サービス：〔光サービス：〔光サービス：〔光サービス：〔光サービス：〔光サービス：〔光サービス：FTTHFTTH〕〕〕〕〕〕〕〕
2002.032002.03　→　　→　　→　　→　　→　　→　　→　　→　2004.042004.04　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4848倍倍倍倍倍倍倍倍
（（（（（（（（2.62.6万）　万）　万）　万）　万）　万）　万）　万）　 　　（　　（　　（　　（　　（　　（　　（　　（11２４万２４万２４万２４万２４万２４万２４万２４万））））））））

ブロードバンドインターネットブロードバンドインターネットブロードバンドインターネットブロードバンドインターネットブロードバンドインターネットブロードバンドインターネットブロードバンドインターネットブロードバンドインターネット加入状況加入状況加入状況加入状況加入状況加入状況加入状況加入状況
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韓国韓国韓国韓国 ﾍﾞﾙｷﾞｰﾍﾞﾙｷﾞｰﾍﾞﾙｷﾞｰﾍﾞﾙｷﾞｰ 香港香港香港香港 台湾台湾台湾台湾
ﾆｭｰｼﾞｰﾆｭｰｼﾞｰﾆｭｰｼﾞｰﾆｭｰｼﾞｰ
ﾗﾝﾄﾞﾗﾝﾄﾞﾗﾝﾄﾞﾗﾝﾄﾞ

ｼﾝｶﾞｼﾝｶﾞｼﾝｶﾞｼﾝｶﾞ
ﾎﾟｰﾙﾎﾟｰﾙﾎﾟｰﾙﾎﾟｰﾙ

カナダカナダカナダカナダ

0.090.090.090.090.090.090.090.090.090.090.090.09 0.250.250.250.250.250.250.250.250.250.250.250.25

1.151.151.151.151.151.151.151.151.151.151.151.15 1.271.271.271.271.271.271.271.271.271.271.271.27

2.212.212.212.212.212.212.212.212.212.212.212.21
2.562.562.562.562.562.562.562.562.562.562.562.56 2.712.712.712.712.712.712.712.712.712.712.712.71

3.253.253.253.253.253.253.253.253.253.253.253.25

（ドル）（ドル）（ドル）（ドル）

4444

（引用）H15年度版　ＩＴＵ「ブロードバンドの誕生」

アメリカアメリカアメリカアメリカ

3.533.533.533.533.533.533.533.533.533.533.533.53

世界的にも最も廉価となっている。
　　※ 各国のDSL及びケーブルインターネットの提供速度及び料金を基に100kbps当たりの料金に換算し比較

ADSL：：：：約約約約10.8円円円円/ 100Kbps
（（（（FTTH：：：：約約約約6.0円円円円/ 100Kbps））））

※１ドル：１２０円で換算※１ドル：１２０円で換算※１ドル：１２０円で換算※１ドル：１２０円で換算

ブロードバンド回線料金の国際比較ブロードバンド回線料金の国際比較ブロードバンド回線料金の国際比較ブロードバンド回線料金の国際比較ブロードバンド回線料金の国際比較ブロードバンド回線料金の国際比較ブロードバンド回線料金の国際比較ブロードバンド回線料金の国際比較
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京都府におけるインターネット世帯利用率京都府におけるインターネット世帯利用率京都府におけるインターネット世帯利用率京都府におけるインターネット世帯利用率京都府におけるインターネット世帯利用率京都府におけるインターネット世帯利用率京都府におけるインターネット世帯利用率京都府におけるインターネット世帯利用率

２００３年４月現在、全ハードウェア
資料：株式会社ビデオリサーチネットコム
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京都府世帯普及率：３３．０％（全国平均：３０．３％、近畿平均：３２．７％）

２００４年３月末現在
（出典）近畿総合通信局
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契約数 131 338 1248 695 171 94

普及率 29 33 34.5 32.1 32.8 23.1

滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山

（単位：千契約）（単位：千契約）（単位：千契約）（単位：千契約）

京都府におけるブロードバンド世帯普及率京都府におけるブロードバンド世帯普及率京都府におけるブロードバンド世帯普及率京都府におけるブロードバンド世帯普及率京都府におけるブロードバンド世帯普及率京都府におけるブロードバンド世帯普及率京都府におけるブロードバンド世帯普及率京都府におけるブロードバンド世帯普及率
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笠置町

南山城村

京北町

美山町

FTTH､､､､ADSL､､､､CATV

FTTH､､､､ADSL

ADSL､､､､CATV

CATVのみのみのみのみ

未提供未提供未提供未提供

ADSLのみのみのみのみ

２００４年４月２００４年４月２００４年４月２００４年４月
（３５（３５（３５（３５/３９市町村＝８９．７％）３９市町村＝８９．７％）３９市町村＝８９．７％）３９市町村＝８９．７％）

２００２年７月２００２年７月２００２年７月２００２年７月
（２３（２３（２３（２３/４４市町村＝５２．２％）４４市町村＝５２．２％）４４市町村＝５２．２％）４４市町村＝５２．２％）

未提供ユーザ　２．３％未提供ユーザ　２．３％未提供ユーザ　２．３％未提供ユーザ　２．３％

提供ユーザ　９７．７％提供ユーザ　９７．７％提供ユーザ　９７．７％提供ユーザ　９７．７％提供ユーザ　９７．７％提供ユーザ　９７．７％提供ユーザ　９７．７％提供ユーザ　９７．７％

京都府におけるブロードバンドサービス提供状況京都府におけるブロードバンドサービス提供状況京都府におけるブロードバンドサービス提供状況京都府におけるブロードバンドサービス提供状況京都府におけるブロードバンドサービス提供状況京都府におけるブロードバンドサービス提供状況京都府におけるブロードバンドサービス提供状況京都府におけるブロードバンドサービス提供状況

77777777



「「「「eeee----JapanJapanJapanJapan重点計画重点計画重点計画重点計画----2002200220022002」」」」平成平成平成平成14141414年年年年6666月月月月

1111月月月月

3333月月月月

平成平成平成平成13131313年年年年1111月月月月

「「「「eeee----JapanJapanJapanJapan重点計画」重点計画」重点計画」重点計画」

「「「「eeee----JapanJapanJapanJapan戦略」戦略」戦略」戦略」
目標：2005年に世界最先端のIT国家を実現

高度情報通信ネットワーク社会形成基本法高度情報通信ネットワーク社会形成基本法高度情報通信ネットワーク社会形成基本法高度情報通信ネットワーク社会形成基本法((((ＩＴ基本法ＩＴ基本法ＩＴ基本法ＩＴ基本法))))

「「「「eeee----JapanJapanJapanJapan戦略Ⅱ」戦略Ⅱ」戦略Ⅱ」戦略Ⅱ」
目標：ＩＴ利活用により、「元気・安心・感動・便利」社会を目指す

「「「「eeee----JapanJapanJapanJapan重点計画重点計画重点計画重点計画－－－－2003200320032003」」」」

平成平成平成平成15151515年年年年7777月月月月

8888月月月月

「「「「eeee----JapanJapanJapanJapan戦略Ⅱ加速化パッケージ戦略Ⅱ加速化パッケージ戦略Ⅱ加速化パッケージ戦略Ⅱ加速化パッケージ」」」」

「「「「eeee----JapanJapanJapanJapan重点計画重点計画重点計画重点計画－－－－2002002002004444」」」」

平成平成平成平成16161616年年年年2222月月月月

6666月月月月
88888888

国国国国国国国国 にににににににに おおおおおおおお けけけけけけけけ るるるるるるるる 取取取取取取取取 組組組組組組組組



ITITITIT戦略第二期：戦略第二期：戦略第二期：戦略第二期：ITITITIT利活用により、利活用により、利活用により、利活用により、

　「元気・安心・感動・便利」社会を目指す「元気・安心・感動・便利」社会を目指す「元気・安心・感動・便利」社会を目指す「元気・安心・感動・便利」社会を目指す

　・「構造改革」：

　　ITを駆使した無駄の排除と経営資源の有効活用

　・「新価値創造」：

　　IT環境上で、新しい産業・サービス創出

　・「個の視点」：個の視点に基づいた改革

　・「新たな国際関係」：IT分野の国際展開

⇒　⇒　⇒　⇒　IT基盤を活かした社会経済システムの基盤を活かした社会経済システムの基盤を活かした社会経済システムの基盤を活かした社会経済システムの

　　　積極的な変革　　　積極的な変革　　　積極的な変革　　　積極的な変革

基　本　理　念基　本　理　念基　本　理　念基　本　理　念基　本　理　念基　本　理　念基　本　理　念基　本　理　念　　　　　　　　

eeeeeeee--------ＪａｐａｎＪａｐａｎＪａｐａｎＪａｐａｎＪａｐａｎＪａｐａｎＪａｐａｎＪａｐａｎ戦略Ⅱ戦略Ⅱ戦略Ⅱ戦略Ⅱ戦略Ⅱ戦略Ⅱ戦略Ⅱ戦略Ⅱ

ITITITIT戦略本部の役割の強化：新たな評価機関の設置等戦略本部の役割の強化：新たな評価機関の設置等戦略本部の役割の強化：新たな評価機関の設置等戦略本部の役割の強化：新たな評価機関の設置等ITITITITITITITIT戦略本部の役割の強化：新たな評価機関の設置等戦略本部の役割の強化：新たな評価機関の設置等戦略本部の役割の強化：新たな評価機関の設置等戦略本部の役割の強化：新たな評価機関の設置等戦略本部の役割の強化：新たな評価機関の設置等戦略本部の役割の強化：新たな評価機関の設置等戦略本部の役割の強化：新たな評価機関の設置等戦略本部の役割の強化：新たな評価機関の設置等

１．次世代情報通信基盤の整備

２．安全・安心な利用環境の整備

３．次世代の知を生み出す研究開発の推進

４．利活用時代のIT人材の育成と学習の振興
５．ITを軸とした新たな国際関係の展開

　　　　７分野の成果を他のＩＴ利活用分野へ展開　　　　７分野の成果を他のＩＴ利活用分野へ展開

　　　　ITITITIT戦略第一期：基盤整備は達成されつつある戦略第一期：基盤整備は達成されつつある戦略第一期：基盤整備は達成されつつある戦略第一期：基盤整備は達成されつつある
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用環境の整備 /  世界最安価水準の月額利用料金 /  電子商取引、電子政府関連の制度整備

新しいＩＴ新しいＩＴ新しいＩＴ新しいＩＴ新しいＩＴ新しいＩＴ新しいＩＴ新しいＩＴ 社会基盤整備社会基盤整備社会基盤整備社会基盤整備社会基盤整備社会基盤整備社会基盤整備社会基盤整備

先先先先先先先先 導導導導導導導導 的的的的的的的的 取取取取取取取取 りりりりりりりり 組組組組組組組組 みみみみみみみみ

方策の優先付け、評価等方策の優先付け、評価等

７分野での７分野での７分野での７分野でのITITITIT利活用の先導利活用の先導利活用の先導利活用の先導
１．医療　２．食　３．生活　４．中小企業金融　

５．知　　６．就労・労働　７．行政サービス　　　　

99999999



平成１７年度　Ｉ平成１７年度　Ｉ平成１７年度　Ｉ平成１７年度　Ｉ ＣＣＣＣ ＴＴＴＴ政策大綱政策大綱政策大綱政策大綱 （概要）（概要）（概要）（概要）
　　　　 （ユビキタスネット社会の実現へ向けて）（ユビキタスネット社会の実現へ向けて）（ユビキタスネット社会の実現へ向けて）（ユビキタスネット社会の実現へ向けて）

I．これまでのＩＴ政策

（２） 総務省としても、競争政策・振興政策・技術政策等を積極的に推進した結果、「e-Japan戦略」のインフラ整備
　　目標を予定より早く実現。特に、ブロードバンドは世界一の安さ・速さを誇り、1,619万の実加入（2004年6月）を
　　達成する等、世界最先端レベルのインフラ環境を実現。　（参考１）

（３）一方、ＩＴの利活用が不十分との認識が高まり、インフラ整備から医療・食・教育・行政サービス等における利
　　活用に重点を移した「e-Japan戦略II」を、ＩＴ戦略本部の下に2003年7月に策定。ＩＴ政策は第二段階へ移行し、
　　第二期ＩＴ革命を本格的に推進。

（１） 1990年代後半から情報通信技術が急速に普及し、「ＩＴ革命」として広く認知。しかし、「ＩＴバブル」とも形容さ
　　れるように、本格的な定着には至らなかったため、2001年にＩＴ戦略本部を設置し、政府一体となって、2005年
　　までに世界最先端のＩＴ国家となることを目標とした「e-Japan戦略」を策定。

II．次世代のＩＣＴ戦略：ｕ－Ｊａｐａｎ構想 ※ＩＣＴ：Information and Communication Technology 

（１）以上を通じ、世界最先端のIT国家への到達も目前となり、さらに2010年までには「いつでも・どこでも・何でも・
　　誰でも」という次世代のユビキタスネット社会も手の届く所に。この新しい社会では、高齢者等を含め誰でも簡
　　単に機器やサービスを利用できる「ユニバーサル」な社会も実現。　（参考２）

（２） ただし、真のユビキタスネット社会を実現するには、利用者の不安など多くの課題が残されているのも現実。
　　これを踏まえ、総務省は、2004年3月に「ユビキタスネット社会の実現へ向けた政策懇談会」を開催し、5月に
　　は「u-Japan構想」として次世代戦略の基本的方向性を提示。年末には政策パッケージを策定する予定。

（３） 「u-Japan構想」を踏まえ、早急に取り組むべき重点施策を平成17年度の政策大綱として提示。なお、増大す
　　るコミュニケーションの重要性に鑑み、「ＩＴ政策大綱」から「ＩＣＴ政策大綱」へ名称変更。
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１．　いつでもどこでも快適なネット利用ができる社会の実現１．　いつでもどこでも快適なネット利用ができる社会の実現１．　いつでもどこでも快適なネット利用ができる社会の実現１．　いつでもどこでも快適なネット利用ができる社会の実現

[1]  あらゆるモノがつながる先進的なネットワークの実現
　（ユビキタスネット構築のための研究開発、デジタル情報家電のネットワーク化、トラヒック急増等に対応しうるＩＰインフラ強化等）

[2]  全国どこでも利用可能なインフラとアプリケーションの一体的展開
　（条件不利地域の情報通信格差の是正、地域情報化の総合的な推進、沖縄国際情報特区構想の推進等）

[3] いつでも快適なワイヤレス環境の整備
　（電波開放戦略の推進、第４世代移動通信システム等に必要な技術の研究開発、電波の人体への影響の調査等）

[4] どこでもデジタル放送が利用できる環境の整備
　（地上デジタル放送の利活用・整備の推進、放送波の伝搬状況等の実地調査、新世代地域ケーブルテレビ等の整備の推進等）

[1]  アジアを情報拠点とするブロードバンド環境の整備
　（「アジアブロードバンド計画」の推進、アジアブロードバンドプラットフォームの構築推進等）

[2]  世界情報社会サミットへの貢献によるｕ－Ｊａｐａｎの世界への発信
　（「ユビキタスネット社会」をテーマとした世界会合の開催等）

１－１） 全国民が快適にネット利用できる環境の実現

１－２） 国際的に連携したネット環境の実現

III．ｕ－Ｊａｐａｎ構想を踏まえた「平成１７年度ＩＣＴ政策大綱」の柱

２．　新ビジネスや新サービスが次々に生まれる社会の実現２．　新ビジネスや新サービスが次々に生まれる社会の実現２．　新ビジネスや新サービスが次々に生まれる社会の実現２．　新ビジネスや新サービスが次々に生まれる社会の実現
２－１） 創意・工夫に富む新ビジネス・新サービスのスムーズな開発
[1]  データのやり取りや機器の利用が自在に可能な環境の整備
　（総合的な標準化戦略、特定無線設備の市場調査、次世代地域情報プラットフォームの開発等）

[2]  新たなビジネスシーズを創出する研究開発等の推進
　（独創性・新規性に富む研究開発の積極的推進、ネットワーク高機能化等に必要な研究開発、ＩＣＴベンチャー支援の推進等）

２－２） 地域ニーズや利用者ニーズが高いサービスの実現
[1]  住民の参加を得た地域活性化のための提案型の取組の推進
　（２１世紀ＩＴコミュニティプログラム等）

[2]  電子政府・電子自治体等の公共サービスの高度化
　（利用者本位の行政サービスの提供、地方公共団体の業務改革と住民サービスの向上、政府調達手続における契約の電子化の推進等）
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３．　誰もが安心・安全に暮らせる社会の実現３．　誰もが安心・安全に暮らせる社会の実現３．　誰もが安心・安全に暮らせる社会の実現３．　誰もが安心・安全に暮らせる社会の実現
３－１） ＩＣＴの安心・安全の確保
① 安心・安全なネットワークを確保するための基盤の整備
　（情報セキュリティに関する普及・啓発、セキュリティ技術基盤の形成等）

② 個人情報などが守られる安心・安全なＩＣＴ利用の実現
　（個人情報の保護、消費者行政の推進等）

３－２） ＩＣＴによる安心・安全の確保
① 医療や食など身近な生活空間における安心・安全の確保
　（電子タグの高度利活用技術やセンサーネットワーク技術に関する研究開発、ネットワークを利用した救急診療等の推進等）

② 地域社会における安心・安全の確立
　（ＩＣＴを活用した地域安心安全情報ネットワークの構築、消防防災情報通信ネットワークの高度化、防災情報の共有化システムの開発等）

[3] 安心・安全の一層の充実のためのＩＣＴ環境の整備
　（準天頂衛星システムの研究開発、次世代ＧＩＳの実用化に向けた情報通信技術の研究開発等）

４．　個の活力が湧き上がる社会の実現４．　個の活力が湧き上がる社会の実現４．　個の活力が湧き上がる社会の実現４．　個の活力が湧き上がる社会の実現
４－１） 誰もが自由にネット利用できる環境の整備

４－２） 知識や情報の創造や共有の促進

[1]  誰もが自由に社会活動できる基盤の整備
　（高齢者、障害者のＩＣＴ利活用の支援、国家公務員のテレワークの実施等）

[2]  誰もが簡単にストレスなく使える機器やサービスの実現
　（ネットワーク・ヒューマン・インターフェースの総合的な研究開発、使いやすいユーザーインタフェースの実現、エージェント技術の開発・実証等）

[3] 高度技能やリテラシーの習得が進む人材基盤の整備
　（高度情報通信人材育成プログラムの開発、ユビキタスラーニングの基盤構築、ＩＣＴ人材研修・セキュリティ人材研修等への補助等）

[1]  価値あるコンテンツを自由に制作・利用できる環境の整備
　（コンテンツ制作・流通支援技術の開発、Ｗｅｂ情報のアーカイブ化等）
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・観光都市ケータイサポート
・京都試作ネット

・ブロードバンドブロードバンドブロードバンドブロードバンド環境の整備
・連携基盤の整備

・ ＩＴバザール
・ケータイ国際フォーラム

・府民・市町村との協働
・府県を越えた広域連携

・地域情報発信
・情報教育、防災機能

京都府におけるＩＴ京都府におけるＩＴ京都府におけるＩＴ京都府におけるＩＴ 推進の意義推進の意義推進の意義推進の意義

①

②

　「新しい文化の躍動」を促す
　　キョウト・ダイナミズム
③

　　　「地域産業の革新」を促す
　　　　ビジネス・イノベーション　
④

　「新たな協働」を育む
　　コラボレーション
⑤

　「府民の自律的能力」を引き出す
　　エンパワーメント

　「新しいくらしの創造」を促す
　　ライフスタイル・クリエーション
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京都京都京都京都京都京都京都京都デジタル疏水デジタル疏水デジタル疏水デジタル疏水デジタル疏水デジタル疏水デジタル疏水デジタル疏水ネットワークネットワークネットワークネットワークネットワークネットワークネットワークネットワーク

　　平成１５年１１月運用開始
（教育系「新みらいネット」は15年４月)

1616161616161616

• 全国トップクラスの２.４ギガの幹線を整備
• 全府立高校､養護学校等を100メガで接続
　　→教育系「新みらいネット」運用開始(15年４月)

• 私立高校を接続

• 市町村、府地方機関、防災機関等を接続

• 京都大学、京都ＩＸと１ギガで接続
• 学術研究、産業、医療等の幅広い利活用

• 府域をむすぶ高速・大容量の光ファイバの情報通信基盤の整備

• 地域の情報通信環境の向上、格差是正



丹後丹後丹後丹後
接続拠点接続拠点接続拠点接続拠点

中央中央中央中央
接続拠点接続拠点接続拠点接続拠点

山城山城山城山城
接続拠点接続拠点接続拠点接続拠点

南丹南丹南丹南丹
接続拠点接続拠点接続拠点接続拠点

中丹西中丹西中丹西中丹西
接続拠点接続拠点接続拠点接続拠点

中丹東中丹東中丹東中丹東
接続拠点接続拠点接続拠点接続拠点

北
リ
ン
グ

北
リ
ン
グ

北
リ
ン
グ

北
リ
ン
グ

南
リ
ン
グ

南
リ
ン
グ

南
リ
ン
グ

南
リ
ン
グ

　　　幹　線 (2.4ギガ bps)

　　　高速支線( 1ギガ bps)

　　　支　線 (100～10メガ bps)

京都IX

京都府庁

京都大学

インターネット

－－－－京都デジタル疏水ネットワークのイメージ京都デジタル疏水ネットワークのイメージ京都デジタル疏水ネットワークのイメージ京都デジタル疏水ネットワークのイメージ－－－－

学研都市研究機関

学術情報ネットワーク

市町村

小中学校

与謝の海病院

府地方機関

高校
医療機関

市町村
防災関係機関

府機関･学校･防災拠点等府機関･学校･防災拠点等府機関･学校･防災拠点等府機関･学校･防災拠点等

府機関･学校･防災拠点等府機関･学校･防災拠点等府機関･学校･防災拠点等府機関･学校･防災拠点等

府機関･学校･防災拠点等府機関･学校･防災拠点等府機関･学校･防災拠点等府機関･学校･防災拠点等

府機関･学校･防災拠点等府機関･学校･防災拠点等府機関･学校･防災拠点等府機関･学校･防災拠点等

府機関･学校･防災拠点等府機関･学校･防災拠点等府機関･学校･防災拠点等府機関･学校･防災拠点等
府機関･学校･防災拠点等府機関･学校･防災拠点等府機関･学校･防災拠点等府機関･学校･防災拠点等

大学

京都ＯＮＥ

医療機関

他府県情報ハイウェイ

府立医大

府地方機関

1717171717171717



デジタル疏水の接続先と利活用例デジタル疏水の接続先と利活用例デジタル疏水の接続先と利活用例デジタル疏水の接続先と利活用例

大学大学大学大学大学大学大学大学

医療機関医療機関医療機関医療機関医療機関医療機関医療機関医療機関企業企業企業企業企業企業企業企業

市町村市町村市町村市町村市町村市町村市町村市町村小中学校小中学校小中学校小中学校小中学校小中学校小中学校小中学校高校高校高校高校高校高校高校高校

ＣＡＴＶＣＡＴＶＣＡＴＶＣＡＴＶ

家庭家庭家庭家庭家庭家庭家庭家庭

京都デジタル疏水ネットワーク京都デジタル疏水ネットワーク京都デジタル疏水ネットワーク京都デジタル疏水ネットワーク
共共共共

同同同同

研研研研

究究究究

研究機関研究機関研究機関研究機関研究機関研究機関研究機関研究機関

連　携　授　業連　携　授　業連　携　授　業連　携　授　業

健
康
管
理
・介
護
予
防

健
康
管
理
・介
護
予
防

健
康
管
理
・介
護
予
防

健
康
管
理
・介
護
予
防

電子自治体電子自治体電子自治体電子自治体

遠隔医療遠隔医療遠隔医療遠隔医療

電子カルテ電子カルテ電子カルテ電子カルテ

報道機関報道機関報道機関報道機関報道機関報道機関報道機関報道機関

講座配信講座配信講座配信講座配信 情報教育情報教育情報教育情報教育

研究開発研究開発研究開発研究開発 地域情報発信地域情報発信地域情報発信地域情報発信

防災機関防災機関防災機関防災機関防災機関防災機関防災機関防災機関

映像情報映像情報映像情報映像情報

地域情報発信地域情報発信地域情報発信地域情報発信

研究開発研究開発研究開発研究開発

情報教育情報教育情報教育情報教育

地域地域地域地域 ＩＳＰＩＳＰＩＳＰＩＳＰ
情報共有情報共有情報共有情報共有
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デジタル疏水の利用例デジタル疏水の利用例デジタル疏水の利用例デジタル疏水の利用例

総合病院

京都IX
インターネット

ＩＳＰ
府民

支社

大学

デジタル疏水幹線デジタル疏水幹線デジタル疏水幹線デジタル疏水幹線

本社

工場

研究所

医院
診療所

ＳＩＮＥＴ、ＪＧＮ等
学術研究ネットワーク

医療機関では医療機関では医療機関では医療機関では

遠隔医療、地域医療情報のネット
ワークとして

大学や研究機関では大学や研究機関では大学や研究機関では大学や研究機関では

全国の学術研究機関との共同研究
ネットワークとして

民間企業との共同研究ネットワー
クとして　　

地域ＩＳＰでは地域ＩＳＰでは地域ＩＳＰでは地域ＩＳＰでは

地域のインターネット接続環境向
上を図るための広帯域バックボー
ンとして

民間企業では民間企業では民間企業では民間企業では

本社・支社・工場をむすぶネット
ワークとして大学や研究機関との
共同研究ネットワークとして

放送局では放送局では放送局では放送局では

放送局が府内どこからでも生中継
を発信するネットワークとして
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京京京京 都都都都 ＩＩＩＩ ＴＴＴＴ ババババ ザザザザ ーーーー ルルルル

産業・学術・京都ブランド等の活用

・ 関西文化学術研究都市の世界的な研
　究機関の集積

・京都市周辺の大学集積

・伝統産業と高い技術力を有するものづく
　り産業の共存

・世界市場を席捲するハイテク分野の　　
　“京都企業”の輩出

・ゲーム分野等のコンテンツ産業の集積

・比類のないコンテンツとしての京都の歴
　史・文化など「京都ブランド」

京都ＩＴバザール形成

・ IT産業やＩＴを活用した
　成長産業の誘致

・ ＩＴを活用した新産業の
　育成

・ ベンチャーの育成

・ ITを活用した既存産業
　のさらなる発展
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11/2・3 展示商談会・天津市
11/5 産学公交流ミーティング・北京市

ケータイ国際フォーラムケータイ国際フォーラムケータイ国際フォーラムケータイ国際フォーラム

　　　　　　【開催実績】

! 第１回（2002．3.26～28）京都

　国内外から約52,200名が京都に結集

! 第２回（2003．2.19～20）京都

　シンポジウム中心に平安神宮で開催

! 第３回（2004.3.17～18）京都

　中国20社はじめ国内外206社が出展

京都発京都発京都発京都発京都発京都発京都発京都発 天津・北京へ天津・北京へ天津・北京へ天津・北京へ天津・北京へ天津・北京へ天津・北京へ天津・北京へ（第４回）（第４回）（第４回）（第４回）（第４回）（第４回）（第４回）（第４回）

　京都と中国で交互に実施　京都と中国で交互に実施　京都と中国で交互に実施　京都と中国で交互に実施　京都と中国で交互に実施　京都と中国で交互に実施　京都と中国で交互に実施　京都と中国で交互に実施

国際イベントに飛躍国際イベントに飛躍国際イベントに飛躍国際イベントに飛躍国際イベントに飛躍国際イベントに飛躍国際イベントに飛躍国際イベントに飛躍
・中国をはじめアジア国際マーケットの開拓・中国をはじめアジア国際マーケットの開拓・中国をはじめアジア国際マーケットの開拓・中国をはじめアジア国際マーケットの開拓・中国をはじめアジア国際マーケットの開拓・中国をはじめアジア国際マーケットの開拓・中国をはじめアジア国際マーケットの開拓・中国をはじめアジア国際マーケットの開拓
・京都への大学・研究機関・国際企業の誘致・京都への大学・研究機関・国際企業の誘致・京都への大学・研究機関・国際企業の誘致・京都への大学・研究機関・国際企業の誘致・京都への大学・研究機関・国際企業の誘致・京都への大学・研究機関・国際企業の誘致・京都への大学・研究機関・国際企業の誘致・京都への大学・研究機関・国際企業の誘致
・産学公の国際交流の推進・産学公の国際交流の推進・産学公の国際交流の推進・産学公の国際交流の推進・産学公の国際交流の推進・産学公の国際交流の推進・産学公の国際交流の推進・産学公の国際交流の推進
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観光都市観光都市観光都市観光都市ＫＹＯＴＯＫＹＯＴＯＫＹＯＴＯＫＹＯＴＯケータイサポート計画ケータイサポート計画ケータイサポート計画ケータイサポート計画

　外国人観光客が携帯電話による手軽な観光情報提供、経路案内、日常会話支援等
が受けられるシステムを構築し、京都で快適に一人歩き等を楽しめる環境を整備する。

"いつでも、どこでも、誰でも使える多言語対応観光情報ケータイ端末
貸し出し。
"日本人と外国人がとっておきの情報を出し合う、カリスマ・ガイド・
データ-ベースで観光コミュニティーを形成。観光資源の開拓と市民の
参画を誘導する。
"日本語会話サポート機能で、観光の醍醐味である相互交流を促進する。
"GPS位置情報の提供で、迷うことなし。 地域再生計画に認定地域再生計画に認定地域再生計画に認定地域再生計画に認定
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京京京京都都都都試試試試作作作作ネネネネッッッットトトト

部品加工から装置開発まで部品加工から装置開発まで部品加工から装置開発まで部品加工から装置開発まで

○京都試作ネットは試作に特化したソリューション提供サービス○京都試作ネットは試作に特化したソリューション提供サービス○京都試作ネットは試作に特化したソリューション提供サービス○京都試作ネットは試作に特化したソリューション提供サービス

○あらゆる試作依頼に素早く対応○あらゆる試作依頼に素早く対応○あらゆる試作依頼に素早く対応○あらゆる試作依頼に素早く対応

京都の中小企業群京都の中小企業群京都の中小企業群京都の中小企業群
（事業規模５０億円）（事業規模５０億円）（事業規模５０億円）（事業規模５０億円）

Ｗｅｂ上で試作依頼

２時間以内でレスポンス

◆引き合い件数　７４０件◆引き合い件数　７４０件◆引き合い件数　７４０件◆引き合い件数　７４０件

★３８０台の機械設備群★３８０台の機械設備群★３８０台の機械設備群★３８０台の機械設備群

★３００人のデジタルマイスター★３００人のデジタルマイスター★３００人のデジタルマイスター★３００人のデジタルマイスター

★ＣＡＤ７０台★ＣＡＤ７０台★ＣＡＤ７０台★ＣＡＤ７０台

世界・日本全国
の企業・大学・
研究機関等　　

京都試作ネット京都試作ネット京都試作ネット京都試作ネット
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　３つの情報共有の実現により
府民本位の効果的な行政を推進

・ コールセンター・ＦＡＱシステムの構築

・ 情報公開（府政情報センターの充実ほか）

・ 行政手続きのオンライン化

・ 予算編成プロセスの透明化

・ 具体的な府民ニーズに対する施策の連携の高度化

・ 重複行政の排除　→　行財政の連携推進

・ 業務プロセス見直しと意思決定迅速化による府民

　へのクイックレスポンスを可能とするＢＰＲ

・ 公文書等の情報を共有しつつ、現場が力を持って

　自発的に動く自律分散の業務体制の確立

・ レガシーシステムの見直しを始め業務効率化を通

　 じた運営コストの低減

電子府庁推進プロジェクト電子府庁推進プロジェクト電子府庁推進プロジェクト電子府庁推進プロジェクト電子府庁推進プロジェクト電子府庁推進プロジェクト電子府庁推進プロジェクト電子府庁推進プロジェクト

府民との情報共有

市町村との情報共有

庁内の情報共有
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府民・民間企業

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

電子府庁推進プロジェクトのイメージ電子府庁推進プロジェクトのイメージ電子府庁推進プロジェクトのイメージ電子府庁推進プロジェクトのイメージ電子府庁推進プロジェクトのイメージ電子府庁推進プロジェクトのイメージ電子府庁推進プロジェクトのイメージ電子府庁推進プロジェクトのイメージ

庶務事務の効率化財務事務の効率化

文書事務の効率化

文
書
管
理
シ
ス
テ
ム

情報共有情報共有情報共有情報共有

行政手続オンライン化

コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー

総
合
相
談
窓
口

市町村職員デ
ジ
タ
ル
疏
水
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

Ｌ　

Ｇ　

Ｗ　

Ａ　

Ｎ

データウェアハウス

保健福祉

農林水産

土木建築

商工

環境

・
・
・
・
・

様
々
な
公
文
書

税務電算システム

財務会計システム

予算編成

決　　算

庶務事務

人　　事

給　　与

福利厚生

電子申請

電子申告

電子入札

施設予約

公金電子納付

統合型ＧＩＳ 統計情報システム

電
話
・
メ
ー
ル

2525252525252525
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府と市町村が行財政面で連携を図り、行財政の効率化・
健全化に向けて、３つのテーマを中心に、具体的に検討
を行い推進する。

京都府・市町村行財政連携推進会議京都府・市町村行財政連携推進会議京都府・市町村行財政連携推進会議京都府・市町村行財政連携推進会議京都府・市町村行財政連携推進会議京都府・市町村行財政連携推進会議京都府・市町村行財政連携推進会議京都府・市町村行財政連携推進会議

府・市町村の事業面からの重なりの整理、効果的・効率的な事業のあり方
の検討

事　業　連　携

基幹業務システムの共同化や府・市町村間の連携、情報共有化の検討

　→　共同システム、共同運用の検討

業　務　連　携

税の共同徴収、賦課計算等の検討

税収確保のための連携
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共同化の検討と期待される効果共同化の検討と期待される効果共同化の検討と期待される効果共同化の検討と期待される効果

・基幹業務について、共同でのシステム
開発・変更を行い、「共同化パッケージ」
化を推進

・個人情報保護に留意しつつ、
　システムの共同運用が可能な
　ものについてデータセンター
　の共同設置について検討

・データベース機能の共同開発 ・府も含め共同運用を検討・府内情報共有

・基幹業務

・住民とのフロント
　　オフィス業務

・電子申請、文書管理
・公共施設案内予約システムの共同開発

・統合型ＧＩＳ

・府の防災情報システム開発に併せて共
　同化の検討
・固定資産評価作業等の共同化と併せ
　てＧＩＳ共同化の検討

・電子入札
　　・電子調達

・府のシステム開発と併せて共同利用の
　検討

・システムの共同運用を検討

区　　　　分 開　　　　　発 運　　　　　用

従来のシステム開発・更新及び保守管理、重複投資に要したコストを圧縮可能従来のシステム開発・更新及び保守管理、重複投資に要したコストを圧縮可能従来のシステム開発・更新及び保守管理、重複投資に要したコストを圧縮可能従来のシステム開発・更新及び保守管理、重複投資に要したコストを圧縮可能

新たなシステムにより生み出された人的資源等の余力を他部門へ再配置可能新たなシステムにより生み出された人的資源等の余力を他部門へ再配置可能新たなシステムにより生み出された人的資源等の余力を他部門へ再配置可能新たなシステムにより生み出された人的資源等の余力を他部門へ再配置可能
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共同化システムの課題共同化システムの課題共同化システムの課題共同化システムの課題

2828282828282828

・ パソコンの配備状況、職員の対応能力等の格差への対応

→ 市町村の個別事情を考慮した柔軟な移行手段の提供

　段階的な移行

・ 制度改正、ＯＳバーションアップ、セキュリティパック等への対応

→ 基本部分への改修を一元化することにより、時間に余裕が無く、経費が
　　かかる対応を安価かつ迅速に実施

　運用費用極小化への取組

・ 規模の違い（人口２０万人～２千人）、制度の違い（独自制度等）への対応

→ パラメータ化により、システムを一本化したまま事務手続きの差異を吸収

　複数市町村の事務手続きの相違への対応

→ ＸＭＬタグ定義の共通化

→ 統合連携基盤への対応

　既存システムとの連携



市町村の共同システムの開発検討市町村の共同システムの開発検討市町村の共同システムの開発検討市町村の共同システムの開発検討
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　・　地域ＩＴベンダの技術力向上を支援

　・　ＩＴベンチャーがチャレンジできる環境を整備

　地域ＩＴベンダの育成

・　業務フローの再検討

・　様式等の標準化

　京都府も参加した共同化の検討

　・　制度改正等への対応の容易化、

　・　初期経費、運用経費の極小化

　システムの共用化

　 ・ 業務進行支援（文書管理）システム

　 ・庶務事務

　共同アウトソーシング開発実証事業



市町村と共同アウトソーシングの推進市町村と共同アウトソーシングの推進市町村と共同アウトソーシングの推進市町村と共同アウトソーシングの推進市町村と共同アウトソーシングの推進市町村と共同アウトソーシングの推進市町村と共同アウトソーシングの推進市町村と共同アウトソーシングの推進

１５年度

１６年度

・全国の自治体からの意見を反映して開発
・最新のＪＡＶＡベースのシステム

・電子申請受付システム

・業務進行支援（文書管理）システム

・庶務事務システム
・人事・給与関係手続
・旅費管理　等

・基幹業務システム

・統合型ＧＩＳ

・税務、財務会計　等

総務省開発実証事業総務省開発実証事業総務省開発実証事業総務省開発実証事業

京　都　府

府内市町村

府内市町村

京 都 府
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行　政行　政行　政行　政行　政行　政行　政行　政行　政行　政行　政行　政

電子申請システム電子申請システム電子申請システム電子申請システム電子申請システム電子申請システム電子申請システム電子申請システム電子申請システム電子申請システム電子申請システム電子申請システム

申請者申請者申請者申請者申請者申請者申請者申請者申請者申請者申請者申請者

文書管理システム文書管理システム文書管理システム文書管理システム文書管理システム文書管理システム文書管理システム文書管理システム形式審査形式審査形式審査形式審査形式審査形式審査形式審査形式審査形式審査形式審査形式審査形式審査

受　付受　付受　付受　付受　付受　付受　付受　付受　付受　付受　付受　付

審　査審　査審　査審　査審　査審　査審　査審　査審　査審　査審　査審　査

回　議回　議回　議回　議回　議回　議回　議回　議回　議回　議回　議回　議

公文書作成公文書作成公文書作成公文書作成公文書作成公文書作成公文書作成公文書作成公文書作成公文書作成公文書作成公文書作成

起　案起　案起　案起　案起　案起　案起　案起　案起　案起　案起　案起　案

決　裁決　裁決　裁決　裁決　裁決　裁決　裁決　裁決　裁決　裁決　裁決　裁

申　請申　請申　請申　請申　請申　請申　請申　請申　請申　請申　請申　請

結果通知結果通知結果通知結果通知結果通知結果通知結果通知結果通知結果通知結果通知結果通知結果通知

状況照会状況照会状況照会状況照会状況照会状況照会状況照会状況照会状況照会状況照会状況照会状況照会

結果確認結果確認結果確認結果確認結果確認結果確認結果確認結果確認結果確認結果確認結果確認結果確認

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｲﾝﾀｰﾈｯﾄｲﾝﾀｰﾈｯﾄｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

電子申請システムの処理の流れ電子申請システムの処理の流れ電子申請システムの処理の流れ電子申請システムの処理の流れ電子申請システムの処理の流れ電子申請システムの処理の流れ電子申請システムの処理の流れ電子申請システムの処理の流れ
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・電子申請システムの拡充

　－代理申請や電子決済への対応、対象手続の一層の拡大　など

１７

以降

・電子申請システムの拡充

　－公的個人認証サービスに対応するとともに、新たに約１３０様　
　　　式を電子化

１６

・電子申請システムの整備

　－電子申請システムを本構築し、約１５様式を電子化

１５

・申請書ダウンロードシステムの整備

　－約1,300の申請・届出様式を京都府ホームページで提供

・電子申請モデルシステムの整備

　－府職員採用試験受験申込を対象に各種検証を実施

１４

・電子申請に関する基本調査

　－京都府における申請・届出手続の実態を把握

１３

取　組　内　容年度

京都府における電子申請の取組状況京都府における電子申請の取組状況京都府における電子申請の取組状況京都府における電子申請の取組状況京都府における電子申請の取組状況京都府における電子申請の取組状況京都府における電子申請の取組状況京都府における電子申請の取組状況
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